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マイナンバーカードの普及拡大に向けた取組に
ついて

　地方公共団体の行政手続のデジタル化が喫緊の課題と
なっており、オンラインで確実な本人確認を行うことが
できるマイナンバーカードは、デジタル化の基盤となる
ものです。感染症の拡大や災害の発生時において、給付
金の給付などの行政手続を非対面かつ迅速に行うために
も、マイナンバーカードの普及拡大の重要性が一層増し
ています。
　菅内閣総理大臣は就任後初めてとなる第203回国会の
所信表明演説において、マイナンバーカードの普及につ
いて「今後２年半のうちにほぼ全国民に行き渡ることを
目指し、来年(2021年) ３月から保険証とマイナンバー
カードの一体化を始め、運転免許証のデジタル化も進め
ます」と述べました。今後、政府全体として、マイナポ
イント事業や健康保険証利用の開始に向けた集中的な周
知広報を行うなど、マイナンバーカードの普及拡大に向
けた取組を進めていくこととしています。

政府の動き1

消防庁消防・救急課

　これを踏まえ、総務省では、マイナンバーカード普及
拡大に向け、大臣書簡とともに、令和２年10月27日付
け総務省自治行政局長通知「地方公務員等のマイナン
バーカードの取得の推進について（依頼）」（以下「総務
省通知」という。）を各都道府県知事及び各政令指定都
市市長宛に発出しました。
　総務省通知の具体的な内容として、①地方公務員共済
組合の組合員及び被扶養者（以下「組合員等」という。）
に対しマイナンバーカードの健康保険証利用が開始され
る令和３年３月を控え、そのメリットを改めて周知する
こと、②令和２年12月からカード未取得者へのQRコー
ド付きの交付申請書の個別送付を実施する予定であるこ
とをふまえ、その活用を組合員等に働きかけること、③
マイナンバーカードの健康保険証利用のためには申込み
が必要であることを組合員等に改めて周知すること、④
各地方公共団体のマイナンバーカードの申請・取得状況
の把握にご協力いただくことなどを各地方公共団体に依
頼しています。

総務大臣書簡及び総務省自治行政局長通知2
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問合わせ先
　消防庁消防・救急課
　TEL: 03-5253-7522

　消防庁としても、各消防本部の状況を把握し、消防本
部におけるマイナンバーカードの普及拡大を図るため、
令和２年10月27日付け消防庁消防・救急課長通知「消
防職員のマイナンバーカードの取得の推進について（依
頼）」（以下「消防庁通知」という。）を各都道府県消防
防災主管部長及び東京消防庁・各指定都市消防長宛に発
出しました。
　消防庁通知の具体的な内容として、①総務大臣書簡及
び総務省通知の内容を周知し、改めて消防本部における
組合員等のマイナンバーカード取得促進の働きかけにご
協力いただくこと、②各消防本部の状況を把握するため、
令和元年12月4日付け総務省自治行政局公務員部福利課
長通知「マイナンバーカードの申請・取得状況の把握に
ついて（照会）」にて調査を依頼したマイナンバーカー
ドの申請・取得状況の把握（2019年12月末時点及び
2020年３月末時点）のうち、各消防本部取りまとめ分
について、情報提供いただくこと、③各消防本部におい
て、消防長をはじめとした幹部職員も含め②の調査結果
を十分確認の上、マイナンバーカードの取得推進への更
なるご協力をいただくことを依頼しています。

消防庁消防・救急課長通知3

　マイナンバーカードは、地方公共団体の行政手続のオ
ンライン化を促し、デジタル化の基盤となるものです。
他方、組合員等の側のメリットとして、総務省通知にも
詳細の記載がありますが、マイナンバーカードの健康保
険証利用により、組合員等は①健康管理や医療の質の向
上（マイナポータルで自身の特定健診情報や薬剤情報を
みることができるようになることなど）②転職・結婚等
のライフイベント後、保険証発行前でも受診可能③顔認
証により受付が自動化④窓口での限度額を超える医療費
の一時支払いが不要⑤確定申告書への医療費情報の自動
入力（医療費控除が簡単に、領収書なしで医療費情報が
管理可能に）といった利便性を享受することができます。
　こうしたマイナンバーカードの利便性等を十分にご理
解いただき、マイナンバーカードがより普及するよう、
消防庁としても引き続き取り組んでまいります。

おわりに4


